
（3）市町村財政比較分析表(普通会計決算) 長野県松川町平成22年度
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市 町 村 類 型
( 年 度 毎 )

H18  Ⅲ－０  H19  Ⅲ－０  H20  Ⅲ－０
H21  Ⅲ－０  H22  Ⅲ－０

当　該　団　体　値

類似団体内平均値

類似団体内の
 最大値及び最小値

※市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

※平成23年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記しない。

※類似団体内平均値は、充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体を含めた加重平均であるため、最小値を下回ることがある。

※「人件費・物件費等の状況」の決算額は、人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし、人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政力指数 [0.38] 類似団体内順位
6/51

全国平均
0 53

長野県平均
0 42

財政力指数の分析欄

　類似団体の平均値より良い数値を示しているが、ここ数年数値に大きな変化が

なく、また指数も4割程度という点からも依存財源に頼っている予算構造である。
税収の増及び徴収事務の強化に取り組むなど一層の自主財源確保に努め、指数の

向上を目指す必要がある。
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財政構造の弾力性

経常収支比率 [81.8%]
類似団体内順位

21/51
全国平均

89 2
長野県平均

82 7

経常収支比率の分析欄

　類似団体内では平均的な数値で推移している。人件費等経費節減に努める中で

現在の数値を示しているが、今後、公債費や扶助費、繰出金の増加が見込まれ、

さらに交付税や臨時財政対策債等の経常一般財源が減少することが懸念されるこ

とを考えると、今後も数値の上昇が推測される。
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人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額[114,993円] 類似団体内順位
5/51

全国平均
114 985

長野県平均
124 369

人口1人当たり人件費・物件費等決算額の分析欄

　類似団体内では比較的良い数値を示している。全国市町村及び県内市町村平均

数値よりも大きく下回り、効率的な予算執行が行なわれている。これは、徹底し

た経費節減の努力や、町自治体経営改革プランの断行により現在に至っている。

今後も限られた財源を有効に活用できる人事配置と、事業執行を行う必要があ

る。
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給与水準   （国との比較）

ラスパイレス指数 [94.9] 類似団体内順位
25/51

全国市平均
98 8

全国町村平均
95 3

ラスパイレス指数の分析欄

　類似団体内では、平均的な数値を示しているが、数値自体国との比較では大き

く下回っており、今後も職務、職責、成果等により適正な運用が求められる。
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定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [6.22人]
類似団体内順位

2/51
全国平均

7 24
長野県平均

7 86

人口千人当たり職員数の分析欄

　類似団体内では2番目となっており、類似団体の平均値より良い数値を示してい
る。町定員適正化計画に基づき、正規職員を減員してきた成果であるが、再雇用

職員や臨時職員等の活用や職員の研修等により、職員資質の向上、エキスパート

養成に努める中で住民サービスを低下させない体制づくりも同時に行なう。
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公債費負担の状況

実質公債費比率 [16.4%] 類似団体内順位
31/51

全国平均
10 5

長野県平均
11 8

実質公債費比率の分析欄

　類似団体内では平均的な数値を示している。これは特別会計への公債費充当繰

出金が大きいことが挙げられ、特に下水道事業会計において公債費のピークを迎

えていることにより繰出金が大きくなっている。さらにこの状況は短絡的なもの

ではなく、十数年の長期的に続くと推測される。今後大型建設事業については事

業を選定し、新規発行債を抑えるとともに、公共下水道事業については、人件費

の抑制や物件費の削減など管理コストを徹底的に見直し繰出金の解消に努める。
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将来負担の状況

将来負担比率 [-%] 類似団体内順位
1/51

全国平均
79 7

長野県平均
40 9

将来負担比率の分析欄

　類似団体及び県内市町村平均値より良い数値を示している。地方債の繰上償還

による地方債残高の減や、財政調整基金の積立による充当可能基金の増額等によ

り財政の健全化に努める。

(%)

400.0

300.0

200.0

100.0

0.0

323.1

3.7

76.2
100.3111.3119.8

H22H21H20H19H18

4 / 10


